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1．問題意識
　近年、1990年代から2000年代はじめにかけての長期にわたる不況から日本の労働市場
における失業の増加、正規雇用と非正規雇用の二極化が問題とされるようになってきた。こ
のような中、少子高齢化の進んだ日本では、育児・介護労働の担い手が不足し、これまで非
市場部門である家庭内で主に女性が担ってきたケア労働の市場化が進みつつある。また、ケ
ア労働を家庭で担う必要のため、少子化の進行した社会では、女性ばかりでなく、正規雇用
の男性が退職して家庭へ入らざるを得ず、貧困化するというケースも見られるようになった。
これを経済学的に述べるなら、従来、家庭で生産してきた財が、市場財化するのと同時に、
家庭財の生産のために労働市場から退出する、あるいは労働時間を減らす個人もいるという
ことになる。
　ミクロ経済学のモデルでは、経済の成員は、市場での生産活動の他に家庭内での生産活動
に従事し、市場財と家庭内で生産した財の双方を消費しており、市場の価格および賃金率を
所与としつつ、効用最大化問題を解き、財の消費量、労働時間および余暇を決定する。
　つまり、家庭内生産と市場労働の供給の決定は相互に深い関連があるのだが、市場労働に
関する実証研究が非常に盛んに行われる一方で、家庭内生産活動の実証研究は少ない。その
理由は、1）家庭内で生産のために投入する市場財が消費のために使用された市場財と区別
できず、不明である、2）家庭内で生産された財は家庭内で消費されるため、どれだけの生
産が行われたかわからないなど、家庭内生産関数は直接には推計できないために、既知のデー
タから構造的に推計するしかないということが大きな原因であった。計量経済学では直接的
なデータが得られなくとも、間接的にモデルの構造を利用して、関連するデータから問題と
なる関数を推計する手法がある。家庭内生産関数の場合、市場の賃金率と家庭内での労働時
間のデータから、推計をすることが理論的には可能である。また、近年の社会調査の発展に
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より、日本でも労働時間のみならず、家庭内での生活時間のデータも得られるようになって
いる。総務省統計局では、1976年から『社会生活基本調査』を実施し、仕事時間、家庭生
活での時間配分、年齢、教育水準、配偶者の有無、世帯人員、世帯年収など、豊富なサーベ
イデータが得られるようになっており、家庭における生産活動を計量できる環境が整ってき
たと言える。
　そこで本稿では、こうした実証研究をするための前提として、家庭内生産モデルのこれま
での研究の流れを、その数理モデルの展開として整理する。なかでも、他の研究では実証の
前にチェックをしていなかった、モデルの同一性命題を検討した上で、計量実証研究として
高い成果をあげたKerkhofs & Kooreman（2013）の同一性命題を紹介し、その命題の成立の 
ために置かれた「市場財と家庭内生産される財が完全代替財である」という仮定の意味とその 
代わりとなる仮定について検討する。結論としては、家庭内生産関数における投入財と家庭
内の個人の労働時間の生産における限界代替率が、配偶者間で同じであるという仮定によっ
て、市場財と家庭内で生産される財の完全代替性は置き換えることができることがわかった。
　以下、第2節では、先行研究を概観し、第3節で数理モデルを導入し同一性命題の検討を
行い、第4節で結論と今後の課題を述べる。
2．家庭内生産モデルの先行研究
　最も初期のこうした研究としては、Becker（1965）とLancaster（1966）をあげること
ができる。これらのモデルは、ミクロ経済学の個人の効用最大化問題を家庭の意思決定問題
に応用して、基本的に消費の単位としてのみ位置づけられていた家庭の内における生産活動
を理論化したものである。これらの研究では、通常のミクロ経済モデルにおいて個人の効用
関数が消費する財・サービスの量と余暇にのみ依存しているところ、これらの財・サービス
と持てる時間から家庭で生産される活動（あるいは家庭内生産物）の量によって効用が決定
されるとした。つまり、育児や介護、家事などのケアという活動が、個人の時間の初期保有
の一部を家庭でのケア労働として投入し、さらに家庭に購入された各種消費財を用いて、家
庭内の生産技術で生産され、家庭内で消費されるということがモデル化されているのである。
家庭という非市場部門での生産活動は、それに使用される投入物をどれだけ市場から買い、
個々人の時間を家庭内労働にどれだけ振り向け、残りの時間を市場での賃労働や余暇にどれ
だけ振り向けるかという意思決定の問題を提起する。この問題は、市場価格を所与とした各
個人の時間および財の初期保有の下での予算制約のもとでの、各個人の効用最大化問題を解
として解くことができる。
　これは、家庭内生産モデルと呼ばれ、この研究プログラムに沿って多くの優れた研究がな
され、特に特定の仮定が満たされる際に、どのような理論的命題が成立するかという分析に
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成功を収めてきた。例えば、このモデルの効用最大化問題の第一必要条件は、Kuhn-Tucker 
定理を用いて解くことができ、その解が内点解であるならば、家事労働時間は家庭内生産に
おける家事労働の限界生産性と市場財の限界生産性の比が、賃金と市場財の価格比（実質賃
金率）に等しいところで決まることになる。つまり、市場財の価格に変化なく、実質賃金率
が下がれば、家事労働の限界生産性も低くなるように家事労働時間が動くことになる。通常、
家庭内生産関数には、二回微分連続可能性と収穫逓減が仮定されているのだが、この場合、
実質賃金率の低下は、家事時間を伸ばし、労働供給時間を減らすことを意味する。賃金には、
下方硬直性が実際には存在するが、労働供給曲線が右上がりの理由はこのように説明するこ
とも可能である。
　しかし、家庭内生産モデルは、その理論的説明力の強さにも関わらず、計量実証的な応用
には適しているといえなかった。それは、計量実証研究に必要な家庭内生産に関するデータ
が無かったからである。家庭内で生産される付加価値は、家庭内で個人が消費するために、
その数値を実際に得ることはできない。また、家庭内の生産にどのような市場財がどのくら
い投入されたか、というデータも無い。家庭生活の余暇や労働時間、家事時間に関する調査
結果などが得られるが、それだけでは詳細な分析はできない。例え、そうしたデータが得ら
れたとしても、家庭内労働時間と家庭内生産に投入された市場財の数量の二種類のデータ
セットが、市場財価格と賃金のデータセットとの間に持つ関係は、効用最大化あるいは家庭
内生産効率化のどちらの結果も反映しているので、一組の被説明変数と説明変数のデータ
セットから、二種類の関数を推計しなければならないことになるという困難さがある。
　しかし、こうした詳細なデータが得られない社会や経済の事象は多く、計量実証研究では
このような現象にも適切な構造を得るために、様々な手法を発展させてきた。家庭内生産モ
デルにおいて、効用関数と家庭内生産関数を分離して計測する手法を提案したのは、Gronau 
（1977, 1980）である。このモデルにおいては、家庭内で生産されるのは市場で生産される
のと同じ財とされる。また、市場財も複数あるのではなく、様々な財の総合財であり付加価
値として生産されると考える。こうすることで、詳細な価格データでなく、物価水準データ
を用いて分析することができる。また家庭内で生産されるものの価値と市場財の価格は1に
基準化されているので、それらと賃金水準の相対価格があれば分析できることになる。この
ように考えることによって、家庭内生産の効率化問題を解くことは、その効用最大化問題を
解くことと同じことになり、効用関数の推計という問題を省いて、データセットから家庭内
生産関数を推計することが可能な数理モデルを構築することができるようになった。これが
Gronau（1977, 1980）の貢献であるが、これによって計量実証的に計測された家庭内生産
関数は統計的適合性が高くないものや、モデルと不整合なものもあり、課題が残された。
　家庭内生産により市場で生産されるものと全く同じ付加価値を生産する事が可能であれ
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ば、やがてより効率的な生産方式が効用最大化と市場メカニズムの結果として選択されてゆ
き、一般均衡では付加価値の家庭内生産による限界生産性と市場でのその限界生産性が同じ
になることは、理論的に明らかである。Gronauモデルは、家庭の最適な意思決定をモデル
化したものであり、各賃金率にたいして、労働の供給と余暇時間、家庭内生産量、市場財の
投入量と消費量を決定するもので、一般均衡は議論の対象外である。だが、市場生産での規
模の大きさを考えれば、家庭内生産の効率性は現実には市場生産と同じではありえないと考
えるのが妥当である。もし、Gronauのモデルを一般均衡に拡張するとしたら、効率性の点
から、家庭内生産は消滅してしまう可能性が高い。したがって、家庭内生産される付加価値
と市場で生産される付加価値が完全代替可能であるというGronauモデルの仮定は強すぎる
ものであり、この結果として計測された計量モデルにも不備が残ってしまったと考える。
　また、もうひとつの問題は、この家庭内生産関数の計量的推計に際し、家庭内生産関数そ
のものではなく、夫と妻の家庭内生産における限界生産性をその家庭内生産に従事する時間
の関数として、その関数形を特定してパラメータの計測を行ったことである。Gronauモデ
ルでは限界生産性関数を推計するには、家庭内で投入する市場財の投入量は必要ないという
利点があった。しかし、この推計方法では、生産関数そのものは推計できない。さらに、こ
の限界生産性の関数形にフィットする家庭のみをサンプルとしなければ整合性がないという
矛盾があった。
　それに対して、Graham & Green（1984）は、市場財と家庭内生産される財の完全代替
性を仮定しつつも、家庭内生産に結合生産があるというモデルを提案し、生産関数そのもの
を計測することを試みた。彼らは、家庭内生産において生産されるのは、市場財と同一とみ
なされる付加価値だけではなく、それとは別に喜びをもたらす時間＝余暇と同等のものを生
産しているというモデルを提案したのである。それは、家庭内生産により時間を生み出すと
いうことではなく、家庭内生産に費やした労働時間の一部を余暇のように楽しむことができ
る、あるいは余暇のように効用を高めることができるということである。
　例として、ケア労働を考える。例えば、育児を自分でしようか育児サービスを市場で購入
しようか迷う女性は、Gronauのモデルではもし賃金率のほうが育児サービス価格よりも高
ければ、育児は市場サービスに託すことになる。しかし、結合生産モデルでは、この女性は
育児による喜びが家庭内生産では同時に手に入ることから、賃金率から家庭内生産で限界的
に手に入る価値を差し引いた額と育児サービス価格を比べて意思決定をする。このことによ
り、高い賃金を放棄して、家庭で育児に従事する女性の存在を説明することができる。つま
り、家庭内での生産効率が市場よりも低いとしても、家庭内生産は行われるのである。
　Graham & Green（1984）では、自ら指摘はしていないが、この結合生産により、まさ
に労働の再生産過程では市場価値とは異なる価値が生産されていることが、はっきりとモデ
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ル化されているということができる。もっとも、彼らの主要な問題意識は、家庭内生産の価
値を、家庭内生産関数を持いて推計する計量的手法の開発ということであった。
　彼らは、ミシガン大学の社会研究所の1976年のパネルデータを用いて家庭内生産の価値
を二通りの方法で計測した。一つは、夫や妻の家庭内生産時間の機会費用としてその市場賃
金を用いた機会費用アプローチであり、もう一つは彼ら自身の計測した家庭内生産関数を用
いてのものであった。その結果、機会費用アプローチによる家庭内生産の価値は、家庭内生
産関数を用いて家庭内生産からその投入物を差し引いて計算した家庭内純生産の9つのケー
スのうちひとつを除いて、より大きな値であったという。この事実から、彼らは家庭内生産
の価値を推計する方法として、機会費用アプローチはそれを過大評価するものであり、その
理由として家庭内生産時間は不効用を産む労働であると同時に効用を産む余暇でもあるか
ら、余暇と評価できる時間にまで機会費用をかけて評価する分が不適切だとしている。
　Graham & Green（1984）では、生産関数の推計を9つのケースについて行った。これは、
次節で数理モデルを用いて詳述するが、推計すべきパラメータに対して、最適化問題の必要
条件から得られる条件式が二つ少ないために、モデルの自由度が高くなってしまい、家庭内
生産関数の推計を一つに決められなかったからである。しかし、推計された多くの家庭内生
産関数は、家庭内生産時間の減少関数であるなど、はじめに置いた仮定と矛盾するものであ
り、整合的とは言えなかった。こうした矛盾の原因が推計に使用した家庭内生産関数や結合
関数の関数形にあるのか、サンプルに問題があるのか、その両方なのかは彼らの分析では不
明であった。
　そこで、Kerkhofs & Kooreman（2013）は、こうした矛盾を解明するべく、Graham & 
Green（1984）のモデルを用いて、家庭内生産関数の推計を一つに定めることのできる同
一性の十分条件を、まずノンパラメトリックに証明した。この十分条件については、次節以
降で詳述する。この条件が満たされていれば、ある家庭内生産関数データから得られる推計
により、家庭内生産関数と結合生産関数の関数形のパラメータとして得られる組がいくつか
ある場合に、その中の二つを同一とみなすことができる。この条件があって初めて、ある特
定の関数形クラスの中で一つのデータセットに対応する最適に推計された家庭内生産関数と
結合関数をみつけることができる。この同一性問題についての十分条件を満たさない特殊な
関数形でパラメータを推計しても、いくつも同じ関数形で同じ程度の統計的適合性をもつも
のが見つかってしまう可能性がある。これでは、計量実証の研究が無意味であるので、同一
性問題の課題を解決することは非常に重要な貢献であるといえる。
　この同一性条件のもとで、彼らが家庭内生産関数と結合生産関数が唯一に定まる関数形の
中から、実際のスウェーデンのHUSプロジェクト（Household　Marketプロジェクト）の
データを用いて推計した結合生産関数と家庭内生産関数は、その統計的適合性を最尤法にお
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いて優れていた。また、得られたパラメータによる家庭内生産関数と結合生産関数は、実際
に初めにこれらの関数においた仮定と矛盾することがなく、整合的であった。
3．家庭内生産モデル
1）モデル
　この節では、Kerkhofs & Kooreman（2013）のモデルの記述に従い、前節で紹介した三
つのモデルを明確にし、それぞれのモデルにおける重要な仮定について議論したい。最後に
家庭内生産される付加価値と市場生産される付加価値における完全代替性の仮定を弱めたも
のを考え、それについても同一性についてはKerkhofs & Kooreman（2013）と同じ同一性
についての命題が成り立つことを述べることにする。
　このモデルにおいて、家庭の効用関数は一つであり、家庭に関する意思決定は男女のペア
の合意のもとになされることとなっている。家庭内では消費と家庭内生産は基本的に共同で
行われ、家庭内で生産されたものは、市場では販売できない。市場財は、家庭内での消費と
生産の投入物の両方に使用する。効用関数はそれらの消費や家庭内生産物および、余暇と家
庭内労働から結合生産されて得られる喜び（家庭内労働をあたかも余暇と同じように感じら
れる時間）で測られる。ここで消費する市場財はx m、　家庭財はz、男性の余暇はL m、女性
の余暇はL f、男性の家庭内労働時間はH m、女性の家庭内労働時間はH f と表す。また、家
庭内での結合生産物は、男女それぞれ個別に家庭内の労働時間によって付随的に生産され、
g i （Hi）i＝m,f である。投入財としての市場財はx z、また、家庭内生産関数は、Z＝Z（H m, 
H f, x z )で表す。また、男女それぞれの市場労働時間はN i i＝m,f であり、賃金率はそれぞ
れw i i＝m,f で、家庭の不労所得である資産はVとする。したがって家庭の効用関数最大化
問題は以下のように示される。
【効用最大化問題】
MAX　U（x m, z, L m＋g m （H m）, L f＋g f （H f））
s t . x m＋x z　≦　V＋w m  Nm ＋ wf  Nf
H i＋L i＋N i＝T,　　　i＝m,f
　また、市場財は消費に使われても、投入に使われても、非負の値をとり、余暇時間、家庭
内労働時間も効用を高めるとする。また、効用関数および家庭内生産関数、結合生産関数を
連続二回微分可能な準凹関数とし、ただ一つの解が存在するようなKuhn-Tucker定理の条
件を満たすという仮定をおく。
　また、結合関数の第一微分係数は1以下であり、家庭内労働時間が持ち時間の限界Tに近
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づくとき、0に収束すると仮定する。また、家庭内生産関数は、家庭内労働時間の単調増加
関数とする。
　よって、Kuhn-Tucker 定理より、この家庭の意思決定問題の解は、以下の必要条件を満
たすことになる。
∂Z
＝
U' 1 （1）
∂x z U' 2
∂Z
＝w i（1−g' i（H i ))
∂Z
i＝m,f （2）
∂H i ∂x z
　ただし、U' i は効用関数の第i変数による偏微分係数を表し、g' i（H i ）は一変数関数g i の微
分係数を表す。
　ここでデータから観察可能な賃金率のベクトル視線Vから集合Wを、
W＝｛（w m, w f ）∈ℵ :（w m, w f, V）が観察可能なデータに入っているもの｝
とする。さらに、この集合Wは連結であると仮定する。最大化問題に置いた仮定より、こ
の集合Wの元に対し、必ず唯一解としての最大化問題の解（H m ＊, H f ＊, x z ＊）を得ること
が出来るので、Wの元に対し最適解を与える（H m ＊, H f ＊）の全体の集合をH＊とする。関
数Zおよびgを二回連続微分可能と仮定したことから、集合Wも連結である。これらのこと
より、Kerkhofs & Kooreman（2013）と同様に陰関数定理を適用することによって、集合
H＊の閉包において定義される関数で、（H m ＊, H f ＊）を与えると（H m ＊, H f ＊, x z ＊）を最
大化問題の解となるようなx z ＊を選ぶ微分可能な関数φ：H*の閉包 → 非負の実数の集合 
が得られる。
　この陰関数の存在により、（2）式は
∂Z
（H m ＊, H f ＊, φ（H m ＊, H f））∂H i
＝w i（1−g' i（H i ))
∂Z
（H m ＊, H f ＊, φ（H m ＊, H f）） i＝m,f （2）ʼ∂x z
となる。
　以上のことから、実際に家庭内生産関数を推計するときには、家庭内で生産されるx z の
量はわからなくとも、
Z*（H m, H f ）＝ Z（H m, H f, φ（H m, H f））
を推計すればよいことがわかる。
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　したがって、最大化のための条件は、
∂Z*
（H m, H f）＝w i（1−g' i（H i ))
∂Z*
（H m, H f） i＝m,f （＊）∂H i ∂x z
となる。
2）Gronau モデルの意義と限界
　前節で説明したようにGronau（1977, 1980）のモデルでは結合生産がないので、この最
大化問題の目的関数を本節では以下のように差し替えるが、制約条件は同じであると考えれ
ば良い。
MAX　U（x m, z, L m, L f ）
　したがって、その最大化の必要条件は、
∂Z
＝
U' 1 ＝1 （1）ʼ
∂x z U' 2
∂Z
＝w i
∂Z
＝w i i＝m,f （2）ʼ∂H i ∂x z
となる。Gronau（1977, 1980）では、市場財と家庭内で生産される財を完全代替財と仮定
していたので、このような必要条件となり、家庭の最適化問題では、第一段階として、家庭
内で生産活動に使用する時間と家庭内生産のための投入物（H m, H f, x z）を（1）ʼと（2）ʼの 
条件を満たすように選ぶ。次に、市場財と余暇の限界効用の比が各人の賃金率に等しい；
U' 3 ＝U' 1W m および U' 4＝U' 1W f というKuhn-Tucker 定理の条件を用いて、余暇である
（L m, L f）を決定する。このように、最大化問題は2段階に分けて考えられる。そして、第
一段階の最適化問題では家庭内生産関数のみがあればよく、家庭の効用関数は必要としない。
このことにより、このモデルは家庭内生産関数の推計を効用関数の推計と切り離して単独で
行えるという利点を持った。この利点は、明らかに（1）ʼに見られるように市場財と家庭内
で生産される財の完全代替性を仮定したことによりもたらされたものである。
　しかし、このモデルの欠点は（2）ʼの条件を満たす異なる家庭内生産関数が明らかに存在
することである。例えば（3）式のようにFを定義すれば、最大化の第二条件を満たすこと
が確認できる。
F（H m, H f, x z）≡
1
K
Z（H m, H f, kx z）　（3）
　したがって、Gronau（1977,1980）はこのモデルをもとに家庭内生産関数そのものでは
なく、その限界生産性関数の推計を行うにとどまった。
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3）Graham & Green（1984）による家庭内生産関数の測定
　Graham & Green（1984）は、Gronauのモデルと同様に市場財と家庭内で生産される
財の完全代替を仮定しつつ、前節で述べたように、モデルに結合生産関数を導入した。従っ
て、
∂Z
＝ 1 （1）”
∂x z
∂Z
＝w i（1−g' i（H i ))
∂Z
i＝m,f （2）”
∂H i ∂x z
が、最適化問題の必要条件となる。彼らは、ここで生産関数を次の（4）のようなコブダグ
ラス型生産関数と仮定した。
Z（H m, H f, x z）＝ A（M
a
m H m )
α（M bf  H f）
β X γ z 　（4）
　また、結合生産関数は、
g i（H i )＝H i −（
1
）
Hi  1＋δ
i
i＝m,f （5）
Tδi 1＋δi
という関数形とされている。これは、前述の結合関数に関する仮定を全て満たしている。
　これら（4）、（5）式に含まれるパラメータを推計するために、彼らは最大化の必要条件
式の対数をとって線形関数に同値変換した後、その線形関数の各項の係数の推計を最小二乗
法により行った。しかしながら、それらの係数は、求めたいパラメータの推計そのものでは
なかったことも、モデルと整合性のある生産関数の推計とはならなかった理由であろう。係
数の個数は求めたいパラメータの個数より少なかったために、パラメータを推計する際にい
くつかの推計すべきパラメータ自体の値を仮定してしまったのである。
　しかし、彼らのモデルで用いた結合関数の関数では、本来的にはその最大化の必要条件を
満たす家庭内生産関数と結合生産関数は一意に定まるはずであることが、後になって
Kerkhops & Kooreman（2013）により示された。つまり、より良い推計方法が同じモデ
ルに対して存在していたということである。
4）Kerkhofs & Kooreman（2013）の同一性条件
　Kerkhofs & Kooreman（2013）は、Graham & Green（1984）と全く同じ数理モデル
を用いて、異なる家庭内生産関数と結合関数のペアが（1）”および（2）ʼの条件を満たす十
分条件を証明した。これを同一性条件と呼ぶことにする。その内容を、以下の同一性命題
（Kerkhofs & Kooreman）に記す。
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【同一性命題（Kerkhofs & Kooreman）】
　本稿の家庭内生産関数Zと結合生産関数g m とg f を含む家庭の意思決定モデルにおいて、
3節の1）における仮定が満たされ、（Z, g m, g f）が効用最大化問題の第一条件を満たすとき、
モデルの仮定を満たす家庭内生産関数と結合生産関数の組（F, g m, g f）が効用最大化の第一
条件を満たす十分条件は、（6）によって示される。
任意の（H m, H f）∈Hに対し、（6）式を満たす、ある v > 0 が存在する。
1−g' m（H m) ＝
1−g' f（H f) ＝v （6）
1−k' m（H m) 1−k' f（H f)
但し、H＝｛h ∈H＊|　∩∞　n=1 cone {x∈R2|h+x∈H  and‖x‖＜n-1｝である。
この同一性命題を、Graham & Green（1984）の結合生産関数に当てはめて考えてみる。
それぞれ異なる結合生産関数を、（5）における係数 δig と δik　i＝m,f で区別する。同一性
条件は、ある v > 0 について、
H i
（δig −δ
i
k）＝v
が成り立つ。
となり、明らかにδig ＝δik である。つまり、Graham & Green（1984）が推計に使用した
結合生産関数については、最大化の必要条件を満たすもので異なる関数はないという同一性
が示された。このことから、この形の結合生産関数とともに計測される家庭内生産関数のこ
の意味での同一性も、（1）”および（2）”から導くことができる。
　Kerkhofs & Kooreman（2013）は、家庭内生産関数と結合生産関数について、そのパラ
メータを非線形モデルに対応する最尤法により直接に推計するというものであった。本来、
彼らの同一性命題は、一般的には推計される関数のパラメータが自由度1を持っているとい
うことを示すものだが、結合生産関数の形を先述の（5）のように特定することで、自由度
はなくなり、計量モデルの同一性を得ることができた。その結果、推計の結果はモデルと整
合的であり、様々な統計テストでも良い結果となった。このように、計量モデルを用いてパ
ラメータの推計を行うとき、もともとのモデルが同一性条件を満たしていることが、モデル
の推計においては非常に重要である。
5）同一性命題についての仮定の検討
　Kerkhofs & Kooreman（2013）の同一性条件は、Gronauのモデルと同じく、U' 1U' 2
＝ 1と
いう市場財と家庭内で生産される財の完全代替性の仮定のもとに成り立っていた。しかし、
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この仮定のもとでは、家庭内でも生産できる財をなぜ市場で買うのか、あるいは市場で買え
る財をなぜ家庭内で生産するのかが説明できない。
　そこでここでは、その完全代替性の仮定を緩めても、これまでの家庭内生産関数のモデリ
ングで得られた成果を得ることのできないかを検討する。
　まず、本稿のモデルにおける最大化条件を再掲すると、
∂Z*
（H m, H f）＝w i（1−g' i（H i ))
∂Z*
（H m, H f） i＝m,f （＊）∂H i ∂x z
であった。
　ここで、同じ最大化条件をみたす効用関数、家庭内生産関数と結合生産関数の組
（Q, F, g m, g f）があるならば、
∂F*
＝w i（1−k' i（H i ))
∂F*
i＝m,f （2）ʼʼʼ
∂H i ∂x F
が成立する。
　このことから、
∂z*
1
＝
∂F
1
for i=m,f　（7）
∂H i ∂H i
∂z*
（1−g' i（H i ))
∂F
（1−k' i（H i ))∂xZ ∂xF
が得られる。
　
∂z*
∂H i
∂z*
∂xZ
 と 
∂F
∂H i
∂z
∂xF
は、それぞれ家庭内生産における個人iの労働時間と投入財としての市場財の
限界代替率となっている。
　これらの限界代替率が最適な（H m, Hf, xz ）において、
∂Z
＝πz 　，　
∂F
＝πF　　　for i=m,f　（8）
∂H i ∂H i
∂Z ∂F
∂xZ ∂xF
と仮定する。この仮定のもとで（7）式のそれぞれ H j j≠ i で２回微分をとり、（8）式をそ
れぞれ、 H j j≠ i で微分した結果を代入すると次の結果を得る。
（1−k' m（H i)）＝
（1−k' f（H i)） ＝k
（1−g' m（H i)） （1−g' f（H i)）
　となる k >0 が存在する。
　これは、同一性命題と同じ結果であるので、この命題を得るために、ほかの仮定は変えず、
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市場財と家庭内生産される財の完全代替性の仮定の代わりに、（8）を仮定しても良いこと
になる。この仮定は、家庭内生産の最適点において、投入物としての市場財と各個人の家庭
内労働の生産の限界代替率が等しいということである。
　このことから考察できることは、このモデルにおける同一性命題は、家庭内のふたりの個
人のある意味での対称性に依存するということであり、Kerkhofs & Kooreman（2013）に
おいて明らかに示されているように、一人で構成される家庭での同一性命題は成り立たない。
　家庭内生産関数にのみ仮定をおくことで、市場財と家庭財の代替率の値をフリーにし、そ
れを内生的に決めることが出来るようになっているのが、この仮定の長所であるといえる。
なぜなら、市場と家庭での生産や消費行動の相互関係こそ、このような家庭内生産モデルで
考察したいことであるからだ。財の消費を市場で得て行おうと、家庭で行おうと変わらない
ということは、財に対する付加価値がそれをどこで消費するかによって変わる可能性を排除
してしまう。
　このほかに、モデルの効用関数　
U' 1
U' 2
＝ 正の定数　という仮定をおくことでも、同一性
命題は成立する。この仮定は、市場財と家庭で生産される財の限界代替率は１とは限らず、
個人は市場財と家庭で生産される財を完全代替財とはみなしていないが、その限界代替率は
消費水準によらず、一定であるとするものである。そして、この定数が家庭内で生産される
財を消費される財によって測った市場財の価格である。この若干の拡張は、市場財と家庭財
の価値比較を可能にするように見えるのだが、その相対価格を、アプリオリに固定してしまっ
ている。
　これから分かることは、家庭内生産関数の推計の上で重要な役割を果たす意思決定が二分
できるという構造は、市場と家庭における財の消費の上での相対価値が外生的に与えられて
いることによるものだということである。
　つまり、家庭内生産関数を効用関数の計測なしに推計し、家庭内生産を推計できるという
利点はあるものの、その価値を市場で生産された財の価値とどう比較するかということは課
題のまま残されているということである。
4.　結語
　本稿では、Becker（1965）とLancaster（1966）以来の家庭内生産モデルを、その計量
実証研究への応用とするための展開として整理した。家庭内生産関数を計測する際の障壁は、
1）家庭内で生産のために投入する市場財が消費のために使用された市場財と区別できず、
不明である、2）家庭内で生産された財は家庭内で消費されるため、どれだけの生産が行わ
れたかわからないということであった。この障壁を取り除いたのは、Gronau（1977, 
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1980）による市場財と家庭内で生産される財との完全代替性の仮定であった。これにより、
Becker（1965）により始まった家庭内生産モデルにおいて、その最適化の結果としての家
庭内生産時間と市場の賃金率とのデータからのみ、家庭内生産関数が計測できることとなっ
た。
　しかし、その計測の結果はモデルとの整合性を持たないケースや、統計テストの結果が悪
いものが多かった。本稿のレビューの結果、その理由は、計量を行う際、モデルの同一性命
題を確認せず、同一性を持たないモデルの計測が行われていたからであることがわかった。
　Kerkhofs & Kooreman（2013）は、市場財と家庭内生産される財の完全代替性を前提と
して、家庭内の配偶者間の結合関数の限界生産性に対称性が保たれることが、同一性命題の
十分条件ということを証明した。
　本稿では、この同一性命題を得るためには、市場財と家庭内生産される財の完全代替性の
仮定にかえて、家庭内生産関数の労働と市場財の生産における限界代替率が最適な点におい
て、配偶者間で等しいという仮定を用いてもよいということを示した。
　しかし、単身者の家庭内生産モデルでの同一性問題の解決は、Kerkhofs & Kooreman
（2013）でも本稿でも得られていない。
　今後の課題としては、単身者家庭も含めてこの同一性問題を解決できるような経済モデル
を、家庭内の結合生産が存在するモデルから発展的に構築することが必要であろう。
　一方、本稿では、理論的側面のみ取り扱ったが、日本で利用可能なタイムサーベイデータ
がすでにあることから、本稿で検討した配偶者が共働きしている家庭での家庭内生産モデル
の実証研究を行い、Kerkhofs & Kooreman（2013）のスウェーデンの実証結果と比較する
ことをはじめ、国際比較を試みることが今後の課題である。
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Identification of a Class of Household Production 
Function without Perfect Substutability between 
Market Goods and Home Production
HASEGAWA Kaori
Abstract
We consider a class of household production models and reconsider the 
identification problem for the econometric analysis. In the household production 
model literature, perfect substitutability of the market good and the home-produced 
good in households has been assumed. In such models, the amount of home-
production time of each member of the household; depends only on wages and time 
endowments. In other words, the maximization problem has the dichotomy property: 
the production decision in households constitutes the first stage and the consumption 
decision is made in the second stage. Thus it is not necessary to estimate the utility 
function in the process of constructing the household production function. This 
property considerably simplifies the empirical analysis and leads to explicit testable 
predictions. Also, under this assumption with a joint production function which jointly 
produces leisure with household labor, the identification of the model in the empirical 
analysis has been made. However, since perfect substitutability between the market 
commodity and the home-produced commodity is a strong assumption we offer an 
alternative assumption on the marginal substitution rate of household-production time 
and market commodity input in household-production, which enables us to enjoy the 
same convenience: the so-called dual property of home productivity between partners.

